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社会福祉施設における感染症予防のための空気質管理
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Abstract– This study proposed a tool for self-diagnosis and improvement using an infection control
level chart specifically for nursery schools to address air quality management and infection prevention
issues in social welfare facilities. Through a trial diagnosis based on an online questionnaire, we
evaluated the facility and ventilation and infection control capacity on two axes and derived effective
policies to control outbreaks of large infection clusters. We also demonstrated that management and
improvement of ventilation facilities can reduce the risk of infection and showed the potential for the
social implementation of a self-diagnostic tool based on the application of QC circle activities.
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Self-diagnosis

1. はじめに

COVID-19によるパンデミックの経験を経て，職場に
おける感染症の拡大を抑制することが事業者にとって重
要かつ喫緊の責務であることが再確認された．その手段
の一つとして，リモートワークやWeb会議等が様々な
事業分野で適用されている．しかし，それらの方策は全
ての業務に適しているとは言い難く，製造業や建設業の
現場，高齢者介護施設，医療施設，保育所，運輸業，一
部のサービス業等においては採用が難しいものである．
具体例として，京都府における COVID-19全数把握時
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14カ月分の集計によると，集団感染に起因する陽性者
数のトップ 3は高齢・障碍者施設（417箇所，6,712人），
医療機関（86箇所，1,915人），保育園（91箇所，1,052
人）であることが報告されている [1]．これらの施設は
重要な公共サービスを提供しており，社会的にも重点的
な未然予防が求められる。これらの職場におけるリスク
を適切に評価し，安全・安心を確保することが，事業継
続の要素として重要となる．
一般にリスク低減のためには，それぞれの組織が自律

自助の活動によって現状を把握し，改善を行ってさらな
課題を設定する自律サイクルの構築が有効である．製造
業における品質管理や管理業務の継続的改善のマネジメ
ントの手法である PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイ
クルが代表的な例である．この PDCAサイクルは業務
マネジメント，労働安全衛生，さらには初等中等教育に
まで適用範囲が広がっている．この PDCAサイクルを
回すためには，現状把握や改善方針検討を行うための知
識・技能を組織内に伝承，確立してゆく必要がある．
ところが技能伝承に関する調査結果 [2]によれば，労

働人口が減少してゆく今後の社会では，業務を通じた
現任訓練によって知識やスキルを職場で育成，伝承する
OJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）の効率低下が
課題のひとつとしてあげられている．そこで，他分野で
発展してきたマネジメント手法を応用することで，効率
的にリスク管理と，そのための知識・技能を伝承するこ
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とが可能になるものと思われる．
一般的なリスク工学では，ハザードを確定し，その大

きさ，起こる可能性（頻度），起きた時の影響度などか
らリスクが見積もられる．しかし，働く人の行動を対象
とする場合，リスクを低減させる緩衝要因も考慮する必
要がある．これらの点を，感染症対策が比較的困難とさ
れている保育園 [3, 4]を主体とした調査分析と，研究成
果の社会実装によって実証することにより，自律サイク
ルを持つ社会システムにおけるリスク管理の方法論の一
つを示すことを試みる．
本研究は，COVID-19に関する空気質管理の自己診断

システムを開発し，そのフィードバックによって効果的
な方策を示し，リスクを低減することを目的とする．具
体的には，品質管理（QC）分野で発展してきた問題解
決の自己診断・改善の取り組みと労働衛生・疫学の知見
等を応用し，感染リスクと施設管理及び安全組織運営の
自己診断結果に関連性を見いだせるかを検討する．感
染症対策が比較的難しい保育園を調査対象とし，考案し
た自己診断レベル表による自己診断結果を，過去の感染
者数データに照らし合わせて，診断結果の妥当性を検証
する．
なお，本稿は [5, 6]の研究を拡張し，再構成して原著

論文としてまとめたものである．

2. COVID-19集団感染予防としての換気

2.1 感染可能性に対する換気の効果

SARS-CoV-2 β コロナウイルスは，主に空気中の飛沫
とエアロゾルを介して広がり，最長 3時間循環し続け
る可能性がある [7]．そのため窓開けによる自然換気や，
空調や適切なフィルタを用いた空気清浄機による機械換
気によって，浮遊ウイルス病原体への暴露を減らすこと
が最も有効な手段の一つとされている．
換気の感染抑制の効果は，様々なウイルス等に対し

て検証されており，十分な換気によりはしか，水疱瘡，
インフルエンザ，SARSなどの伝染・拡散を抑制できる
事が広く知られている．例として，中学校での結核集団
感染において，十分とは言えない換気が高い感染率につ
ながった可能性が指摘されている [8]．また，空間が狭
くなるほど結核の感染リスクが高まることも示されてい
る [9]．いいかえれば，密閉・密集の環境が空気感染のリ
スクを高めると考えられる．これに対して，様々な研究
の結果，時間あたりの空気交換率（Air Change per Hour;
ACH）が 2以下の場合，集団感染や高確率の感染が発生
することが数多く報告されている [9–12]．
これらの研究成果を反映して厚生労働省から示された

換気の指針 [13]では，「換気の悪い密閉空間」はリスク
要因の一つに過ぎず，「一人あたりの必要換気量を満た

Fig. 1: Example of infection probability against air
exchange rate (ACH) per hour, assuming I=1[person],
p=0.48[m3/h], q=50[1/h], room volume 1,300[m3].

すだけで，感染を確実に予防できるということまで文献
等で明らかになっているわけではない」としながら， 1⃝
機械換気（空気調和設備，機械換気設備）による場合に
は，ビル管理法の考え方に基づく必要換気量（一人あた
り毎時 30m3）が確保され，空気環境の基準の一つとし
て CO2の含有率が 1,000ppmに保たれていること，2⃝窓
の開放による方法では換気回数を毎時 2回以上（ACH
≧ 2）確保するために 30分に 1回以上，数分間程度窓を
全開することが求められている．
換気の感染率に対する効果は，(1)式に示される結核

の空気感染リスク推定の古典的モデルであるWells-Riley
model [14, 15]を基に検討することが出来る．

P =
D
S
= 1− exp

(
− I pq

Q
t
)

(1)

ここで，Pは被感染者が感染する確率，Dは感染者数，
Sは被感染者数，Iは閉鎖室内での感染者数 [人]，pは呼
吸量 [m3/h]，qは感染者の呼気による粒子発生率 [1/h]，t
は室内滞在時間,そして Qは換気量 [m3/h]である．Fig.
1に，(1)式に基づいて ACHに対する感染確率を求めた
結果を示す．ACHが高いほど感染確率が低下すること，
滞在時間が短いほど感染確率が低いことがわかる．
その他に，(1)式からは，換気量 Qを上げる，室内滞

在時間 t を下げる，呼吸量 pを無闇に上げない（激しい
運動をしない），飛散する粒子発生率を下げる（マスク
をする）なども効果があることがわかる．すなわち，換
気の改善は感染リスクを下げる一方策であり，職場の業
務内容や環境にあわせて，その他の対策を考慮し，併用
することが重要であることがわかる．これは，リスク対
策としての多重防御にあたると同時に，換気以外の要素
を組み合わせる予防策の可能性も示唆するものと考えら
れる．
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2.2 学校における COVID-19リスク軽減策

一箇所に沢山の人数が滞在する場所として，学校にお
ける感染拡大のリスクは，COVID-19のパンデミック当
初から注目されていた．すでに各国において，教室にお
けるリスクと，通学による感染拡大に関する研究が行わ
れている．
それらの各国の研究成果はいずれも，子供が集う学校

における感染症リスク軽減策として換気を改善すること
を推奨している [16–19]．国際ガイドラインでは具体的
に１時間あたりの換気量（Air Change per Hour; ACH）の
必要値を示しており，学校の教室では最低 4回/h，講堂・
運動施設・カフェテリア・その他の高密度または活動性
の高い密閉空間では 8∼15回/hが推奨されている [20]．
一方で，通常の対策を取ることが難しい知的障害お

よび発達障害を持つ生徒のための学校などの分析例 [21]
はまだ少なく，またリスク低減策も換気機能の強化によ
る議論しかなされていない．

2.3 感染症クラスターの立ち入り調査

著者等は COVID-19の集団感染（感染症クラスター）
の発生した職場への立ち入り調査を多数行い，いずれも
施設管理または安全組織運営に何らかの問題を抱えてい
たことを示した．
製造工場で発生した感染症クラスターの調査では，

ACH は平均で 0.73 回/h であり，厚生労働省が推奨す
る 2回/hを下回ることがわかった．さらに，換気経路の
確保などの対策により 3.41∼8.33回/hまで改善すること
ができた [22]．
細かく区分けされた作業場で発生した感染症クラス

ターの調査では，0.408∼1.178回/hの ACHが感染経路
に沿ってグラデーション状に分布していること，換気
改善によって 1.853∼2.551 回/h に改善することができ
た [23]．同様に，飛沫感染を予防するためのビニール
シートで区画化したオフィスにおいても，同様な局所ク
ラスターが発生することを換気の実測と熱流体シミュ
レーションで検証した [24]．
また，50人を超える感染者が報告された宮城県の高

齢者介護施設における調査では，居室のACHが 2.0∼6.8
回/h であったものを，窓開けなどの低コストの介入に
よって 2.2∼5.7倍改善することができた．さらに，感染
者などが滞在する個室から多数の入居者が集うデイルー
ムへのエアロゾル移流を，CO2 センサーネットワーク
を用いた測定と熱流体シミュレーションで確認し，集団
感染の要因が気流によるものであることを明らかにし
た [25]．
以上のような分析の結果に基づき，集団検診に用い

られる循環器健診車（レントゲン車）内の換気に関する
調査も行った．自動車は建築基準法の対象ではないこと

Fig. 2: Example of a nap cluster in a nursery school (bird’s
eye view).

や，放射線を扱うことや，受診者が軽装となる必要があ
ることなどから気密性が高く，季節に応じて適切な換気
経路を確保する必要があることなどを，トレーサーガス
法による実験 [26]や，実験計画法を適用した熱流体シ
ミュレーションなどで示した [27]．
いずれの結果も，換気経路の改善や，換気設備の清掃

などで ACHを改善したものであり，日常的な設備の管
理によってリスク管理の可能性が示唆される．

3. 換気設備に管理・保全に関する調査結果

前述の活動の一つとして，2022年４月にクラスター
が発生した保育園を調査した際，換気設備，窓，布団の
位置に依存して昼寝時に発生したと考えられる局所クラ
スターの事例（Fig. 2）に遭遇した．また，社会福祉施
設は施工から長年経過した建物を使用していることも多
く，一般の飲食店や事務所と同じ対策が適用し難いこと
も判明した．
そこで，14施設の保育園において，施設及び換気設

備に関する詳細について，ヒアリング調査を実施した．
14の保育園の内訳は，経営母体が社会福祉法人による
ものが 10施設，株式会社によるものが 3施設，市立の
施設が 1施設である．株式会社によるもののうちの 1施
設は，少人数を対象とする小規模保育室である．調査の
結果，換気設備の運用に関する課題，換気設備の清掃に
関する課題，空気清浄機の活用に関する課題，消毒液や
使い捨てハンドタオルの運用に関する課題，の 4点があ
ることがわかった．
換気設備の運用に関する課題としては，そもそも換気

装置のスイッチが入っていない例が多く見られた．この
理由として，Fig. 3に示したように，操作盤のインター
フェイスとなるスイッチの表示や操作方法が統一され
ておらず，現場の職員が望ましい運用が出来ないことが
挙げられる．対策として，スイッチ脇に操作方法を掲示
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(a) (b) (c)

Fig. 3: Examples of hard-to-understand switches. (a)
Light up when off. (b) Complicated to set up. (c) Red
is on.

Fig. 4: Example before and after cleaning of louver panel
of ventilation equipment. (a) Before cleaning (11m3/h). (b)
After cleaning (176m3/h).

する，教育・訓練で情報共有を行う，日常管理の中にス
イッチの状態確認を組み込むことなどが挙げられる．
換気設備の清掃については，外気の取り入れと排出

を行う通気口，いわゆる換気ガラリの清掃が行き届いて
いない場合が多いことがわかった．中には，施設が建築
されてから 10数年間，一度も清掃が行われていない例
もあった．保育園では，午睡などの必要から布団の上げ
下ろしが毎日行われることなどから，綿埃の発生が多い
環境となっている．この綿埃が換気設備によって回収さ
れ，換気ガラリの部分に堆積して換気能力を低下させて
いる場所が大半であった．Fig. 4に示した例では，換気
ガラリの清掃によって当該換気口の換気量が 11m3/hか
ら 176m3/hに改善した．すなわち，換気量が 16倍に改
善したことになる．(1)式のWells-Riley modelからも，
感染リスクが大幅に低下することが示唆される．
空気清浄機の活用については，適切な空気清浄機の選

定と設置が出来ていない施設があった．保育園では，立
地によって窓開けが出来ない場合がある．近隣より園児
の「声」に対する騒音苦情がくる場合があるためである．
また，真夏や真冬など外気温が高い，もしくは低い場合
にも十分な窓開けが難しい．その際には，清浄能力の高
い空気清浄機を用いることが望ましい．いわゆるHEPA
フィルタ（High Effi-ciency Particulate Air Filter）は「定
格風量で粒径が 0.3µmの粒子に対して 99.97％以上の粒
子捕集率をもち，かつ初期圧力損失が 245Pa以下の性能

Fig. 5: Example of improper paper towel installation.

を持つ (JIS Z 8122）」ため，十分な風量を有する HEPA
空気清浄機であれば，感染予防としての効果が期待され
る．ところが，HEPAフィルタを採用していない空気清
浄機が用いられているものも少なくなかった．さらに，
空気取入口が塞がれていたり，窓や換気口の近くに設置
されていて能力が発揮できてない場合も多い．さらに，
HEPAの能力はアルコール噴霧によって低下する [28]こ
とが周知されておらず，過剰な清掃によってウイルス飛
沫核の除去性能が低下しているなどの課題もあった．
消毒液や使い捨てハンドタオルの運用については，消

毒液の適切な濃度や使用量，使い捨てハンドタオルの設
置方法に関する知識が不足している例がみられた．例え
ば Fig. 5のように，手洗い時の感染拡大を防止するため
に使い捨てのハンドタオルを用いている場合でも，取り
出し口が上を向いて設置している場合には，手から落ち
た水滴によって下の紙が汚染され，使い捨ての意味をな
さない場合がある．このような知識は医療の現場などで
はよく知られるものであるが，保育園などでは周知され
てはいなかった．
以上に挙げたような点は，知識やノウハウの共有の問

題であり，わかりやすいガイドブックや教材によって展
開することが必要と考えられる．

4. 業務連携に関する調査結果

換気設備の調査と同時に，感染症対策に関する施設，
及び職員の業務連携に関するヒアリング調査を実施し
た．職場のリーダー格の職員に，自分の所属する職場で
の感染症対策に関する業務連携と知識伝達について，下
記の 5項目についてヒアリングした．

1⃝ 職場のチームワークと情報共有
2⃝ 職場の会合等の実施状況
3⃝ 他の同業施設，関連組織等との連携
4⃝ 知識・環境を向上させる取り組み
5⃝ 職場の 5S（「整理」「整頓」「清掃」「清潔」「しつけ」）
とルール遵守について

チームワークと情報共有については，ほとんどの施設
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において感染状況などの日常運営情報が収集され，2つ
の保育園では情報の可視化による共有の取り組みが行わ
れていた．逆に 1つの保育園では，情報の収集管理が出
来ていない状況にあった．
職場の会合については，定期的な会合は行っていない

1つの保育園を除いて，ほとんどの保育園では感染症に
関する職場会合を持っていることがわかった．ただし，
積極的な情報交換の場を設けている保育園と，保健所等
の通達の伝達程度にとどまる保育園がほぼ半々という結
果である．
他の組織との連携については，5つの保育園では他の

組織との連携は重大な局面のみに限るという回答であ
り，独自の自助努力や判断による感染症対策が主となっ
ていることが伺える．
知識・環境の向上に関する取り組みについては，全て

の保育園において一部のメンバーから大半のメンバーに
よる知識習得と環境向上の努力がなされているとの回答
であった．ただし，前節で述べた施設・設備に関する調
査結果とは矛盾する結果となっている．すなわち，感染
症対策としての重要な知識・環境が明確になっていない
ためとも考えられる．
職場の 5Sとルールの遵守については，全ての保育園

において 5Sが順守されており，ルール違反もないとい
う結果になった．メンバーがその意義を説明することも
出来るという回答もあった．この点は，感染症に関わら
ず，保育園・幼稚園の業務として必要となる点であり，
必要なルールを遵守する土壌があることを示している．
以上の結果より，適切な感染予防策の情報共有と，ノ

ウハウに関する他の施設との連携が，適切な業務遂行に
おいて有効と考えられる．
社会福祉施設は，COVID-19により職員の業務負担が

大幅に増加し，対策効率を上げる支援策の必要性が非常
に高い場所ともいえる．このような制約の多い場所で
は，ファシリティの改善だけでは改善が難しく，マネジ
メントから現場に至るまでの業務オペレーションの自律
サイクルの体制構築が必要と考えられる．さらに，全国
の約 8万施設にノウハウを展開するには，換気，すなわ
ち空気質改善に向けた計画を支援するフィードバック機
能を持ったオンライン診断システムの開発と社会実装が
必要である．

5. 自己診断方法の設計

以上の調査結果を基に，本研究では感染症予防の自己
診断を目的とするオンライン診断システムを開発した．
その有効性の検討のために，感染症クラスター発生状況
の調査を実施した 19の保育園に協力を要請し，Google
Formsで作成した質問紙を用いて回答を収集した．厚生

労働省管轄の保育園は，文部科学省管轄の幼稚園と異な
り，対象は「保育に欠ける事情」がある 1歳未満から小
学校入学前の子どもである．預かり時間が 4時間の幼稚
園と比較して，8時間の標準保育時間となるため，より
施設での感染症拡大の可能性が高いものと考えられる．
19の保育園の内訳は，経営母体が社会福祉法人による
ものが 14施設，株式会社によるものが 3施設，市立の
施設が 2施設である．なお，クラスター発生の認定とそ
の対応については，管轄の保健所によって判断が異なる
ため，19の施設についてクラスター発生に関する公的
判断による分類は難しいことがわかった．
質問紙の設計においては，製造業の QC サークルの

リーダーが客観的に自分たちの強みと弱みのレベルを把
握し，改善指導するための方針を検討する際に用いられ
る二元表 [29]を応用した．

5.1 QCサークルレベル把握表

QCサークル活動は，小集団改善活動とも呼ばれ，職
場において自主的に製品やサービスの質の管理，改善に
取り組む活動である．小集団での活動を通じて構成員の
モチベーションを高め，組織の使命達成への貢献度を高
める効果がある．単に現場の改善活動だけでなく，構成
員に経営参加の意識を醸成し，我が国の産業界における
品質向上の駆動力とされている [30]．

QCサークルレベル把握表は，「QCサークルの平均的
な能力（X軸）」と「明るく働き甲斐のある職場（Y軸）」
の 2次元グラフを用いて自らの状況を自己診断するため
に用いられる．X，Y軸のそれぞれに対し，5つの項目
に関するレベルの高低を 5つのレベルで自己診断，回答
し，その平均点を予めレベルゾーンを定めた X–Yグラ
フ（Fig. 6）にプロットして現状把握と，今後の指導方
針案を読み取るものである．
本研究では，QCサークルレベル把握表を参考とし，

感染症クラスター発生リスクを低減する取り組みのレベ
ルとして，「施設・換気の能力（X軸）」と「職場におけ
る感染症マネジメント（Y軸）」の 2次元グラフを設計
し，調査を行った．

5.2 施設・換気の能力（X軸）

空気質管理，すなわち換気の管理においては，ファシ
リティそのものが有する能力と制御可能性に対する理解
と適切な管理が重要となる．ところが，これまでの調査
の結果，建物管理担当者を除くと空調の制御方法が不明
確な例や，換気設備の基本的なメンテナンスが不十分の
ために当初の性能が発揮出来ていない例が散見された．
それらの状況に基づき，回答者に自己の有する情報の不
足を気づかせることを目的の一つとして，以下の 5つの
項目の質問を準備した．詳細は補足 1に示す．
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Fig. 6: Example of level grasping table and zone distribu-
tion used in Japanese quality control circles.

1) 建築時の換気計算結果や設備の設置場所
2) 換気設備のメンテナンス方法と管理状況
3) 日常の換気装置の操作方法と管理状況
4) CO2 センサーの使用方法
5) 空気清浄機の使用方法

5.3 職場における感染症マネジメント（Y軸）

現場における断片的知識を集約して共有してゆくこ
とは，多様なメンバーが集う小集団組織においては，非
常に重要な活動の一つである．近年，QCサークルは契
約社員の増加にともなって，教育の場としても有効であ
ることが注目されている．保育士の 3年以内の離職率は
9.3％という高い数値であることが知られており [31]，
感染症のリスクを低減する取り組みとして情報共有を行
なっていく必要性が高いものと考えられる．その状況を
測る質問として以下の 5項目を設けた．詳細は補足 2に
示す．また，補足 2に示したレベルは，前述の 4.業務
連携に関する調査結果でのヒアリング結果を参考に設定
した．

1) 職場のチームワークと情報共有
2) 職場の会合等の実施状況
3) 他の同業施設，関連組織等との連携
4) 知識・環境を向上させる取り組み
5) 職場の 5S（「整理」「整頓」「清掃」「清潔」「しつけ」）
とルール遵守について

5.4 レベルゾーンの設定

上記項目の質問に対して得られた回答の平均点から，
Fig. 6を参考に判定ゾーンを設定した．各ゾーンに属す
る集団については，以下のように判定される．

Aゾーン ：感染症マネジメントも，ファシリティの
能力もトップレベル

Bゾーン ：感染症マネジメントが活発になされ，ファ
シリティの能力も良い

Cゾーン ：感染症マネジメントも，ファシリティの
能力も平均的である

C-1ゾーン ：感染症マネジメントはなされているが，
ファシリティの能力はやや低い

C-2ゾーン ：ファシリティの能力はやや高いが，感染
症マネジメントが活発ではない

Dゾーン ：感染症マネジメントも，ファシリティの
能力も努力が必要である

D-1ゾーン ：感染症マネジメントはなされているが，
ファシリティの能力は低い

D-2ゾーン ：ファシリティの能力はやや高いが，感染
症マネジメントができていない

これらのゾーンのいずれに対して自らの組織が位置す
るかをプロットすることによって，不足している活動と
改善の方向を検討することができる．

6. 自己診断調査および分析の結果

6.1 調査対象及び実施の方法
感染症クラスター発生状況の調査を実施した 19の保育

園のリーダー格の保育士に対して協力を要請し，Google
Formsで記名式アンケート調査として実施した．なお，
本調査は電気通信大学倫理審査委員会の審査を受けて実
施した（管理番号 22022号）．また，分析に際しては所
属，氏名等を除く，匿名化した情報を用いて行った．
調査は 2022年 7月から 2023年 1月にかけて実施し

たものであり，COVID-19の取り扱いが 5類に移行する
前の調査である．同時期に施設内で発生した最大の感
染者数は中央値で 9人であるが，30人を超える施設も
3ヶ所含まれている．平日の施設滞在者数は少ない施設
で 25名，多い施設で 196名となっており，規模が大きく
異なることがわかる．また，複数の発症者の発生によっ
て 58％の施設が 2∼7日の一時閉鎖を経験しているもの
の，感染者数と一時閉鎖の有無には相関がなかった．こ
れは，施設内の一部学級閉鎖などによる対策が一般的で
あり，全面的な閉鎖は少なかったためと考えられる．

6.2 感染症対策レベル表による判定結果
得られた回答の結果を集計し，感染症対策レベル表と

してプロットした結果を Fig. 7に示す．プロット点の大
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Fig. 7: Analysis of infection control levels of the results
of a questionnaire survey of 19 nursery schools.

きさは同時期に感染が確認された感染者数に対応する．
プロットの色分けは後述するクラスター分析の結果によ
るものである．図より，同時感染者数が 30人を超える
ような大規模感染症クラスタは，C, D, D-1ゾーンにお
いて生じていることがわかった．その他については 10
人以下程度にとどまっている．
図の Bゾーンにプロットされる施設においても小規

模の同時感染者が発生していることより，施設・換気能
力，感染症マネジメント（情報共有と教育）のいずれも，
感染症の発生を完全に抑止することは難しいものの，大
規模感染症クラスタの発生を抑制することが期待できる
ことが示唆される．さらに，D-1においても大規模感染
症クラスタが発生していることから，施設・換気能力の
寄与が比較的大きいことが示唆される．Fig. 8に示す，
各ゾーンの施設が経験した一時閉鎖日数の比較からは，
B，C，Dゾーンの順に一時閉鎖日数の平均値が長くな
ることがわかった．前述のように，クラスター発生の有
無認定は管轄の保健所によって考え方が異なるものの，
一時閉鎖日数については，いずれの施設も保健所と協議
の上で決定していた．したがって設定したゾーンは，想
定通り感染症リスクに対応していることが示唆される．

6.3 回答結果パターンのクラスター分析

施設間の回答パターンの類似性を分析するため，それ
ぞれ 5項目，計 10項目の回答結果を用いたWard法に
よる階層化クラスター分析を行った．結果を表すデンド
ログラムを Fig. 9に示す．デンドログラムの目視によ
る判定と，Fig. 7の感染症対策レベル表のゾーン位置に
基づき，回答群を 4つのクラスタに層別した．
クラスター 1は，主に Bゾーンに判定され，同時発生

の感染者数も少ない施設群である．いずれも施設・換気
能力が比較的高く，平日の施設滞在者数が 140人を超え

Fig. 8: Relationship between zone position and mean days
of temporary closure in the infection control level table.
Error bars indicate standard errors.

Fig. 9: Results of the hierarchical cluster analysis of
infection control level questionnaire results.

るような施設でも，同時期の感染者数が 9人というケー
スも含まれる（C-2ゾーンに判定）．
クラスター 2は，施設・換気能力，感染症マネジメン

トともにやや良好な施設群で，主に Bゾーンに判定され
る．一方で，感染症マネジメントのレベルが比較的低い
場合，Cゾーンに判定され，同時期の感染者数が 30人を
超えるような大規模感染症クラスターが発生している．
クラスター 3は，施設・換気能力，感染症マネジメン

トともに，やや能力が低い施設群である．2施設がここ
に属しており，Dゾーンに判定される施設では 32人の
大規模感染症クラスターが発生している．この施設では
一時閉鎖は行われておらず，感染が拡大していたことも
想定される．ただし，学級単位での一時閉鎖での対処が
行われた可能性があること，地域的な事情により施設の
一時閉鎖が難しいことなども想定され，対策案の提供が
必要性が高い群と考えられる．
クラスター 4は，施設・換気能力は低いものの，情報
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Table 1: Effectiveness tests.

Table 2: Parameter estimations.

共有や仕組みづくりによる感染症マネジメント能力が高
い施設群である．一部の施設では 30人を超える大規模
感染症クラスターが発生している．一方で，平日の施設
滞在者数が 200人程度で，同時期の感染者数が 3人に
抑制できている施設もあり，施設・換気能力を改善すれ
ば，大規模感染症クラスターの発生を抑制しうることが
示唆される．
階層化クラスター分析の結果と，同時期の感染者数，

施設・換気能力，感染症マネジメント能力の関係を，Fig.
10の Box plotに示す．同時期感染者数との関係からは，
前述の傾向が伺える．施設・換気能力との関係からは，
クラスター 1，2，3，4の順で能力が低下していること
がわかる．感染症マネジメント能力との関係からは，ク
ラスター 3が感染症マネジメント能力の低い施設群であ
り，クラスター 4が感染症マネジメント能力の高い施設
群であることがわかる．

6.4 一般化線形モデルによる分析結果
同時期の感染者数に対する施設・換気能力と感染症マ

ネジメント能力の寄与度を分析するために，一般化線形
モデルを用いた分析を行った．
目的変数を同時期の感染者数とし，説明変数を平日の

平均滞在者数，施設・換気能力，感染症マネジメント能
力とした．これらの変数間の関係を，Fig. 11の散布図
行列に示す．単独の変数で高い相関を示すものは見られ
ない．また，Fig. 11の散布図行列の対角成分右上に示
した変数間の相関係数においても，説明変数間の相関は
大きくないことがわかる．そこで，一般化線形モデルに
よる分析として，誤差分布にはポアソン分布を仮定し，
リンク関数を恒等関数として最尤法を用いたパラメータ
推定を行った．なお，3つの説明変数は標準化したもの
を用いた．推定には JMP Pro 17.1.0 を用いた．結果を
Table 1および 2に示す．
モデル全体の適合度検定結果は p＜.0001となり，モ

Fig. 10: Relationship between infection rate and number
of days closed during cluster outbreak.

デルは同時期の感染者数に対して有意に影響があると
考えられる．それぞれの変数の効果は Table 1に示され
るように高度に有意となった．また，Variance Inflation
Factor (VIF)の値はいずれもおよそ 1であり，多重共線
性の影響は限定的であると推測される．これらの結果に
おいて，平日の平均滞在者数が同時期の感染者数に強く
寄与することは自明と考えられる．一方で，施設・換気
能力，感染症マネジメント能力の寄与も大きく，感染リ
スクの判定に対して感染症対策レベル表の二つの指標が
有効に機能することが示唆される．また，Table 2に示さ
れるように，パラメータの推定結果も高度に有意となる．
平日の平均滞在者数のパラメータ推定値が負の値となっ
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Fig. 11: Scatterplot matrix showing correlations between
variables. The upper right value of the diagonal component
indicates the correlation coefficient between the variables.

ており，平日の平均滞在者数が多いほど，同時期の感染
者が少なくなることを示唆している．これは，児童福祉
法に基づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準に
より，収容人数が多い保育園ほど床面積と職員数が増え
て保育室数が多くなり，隔離作用が働いて同時期の感染
者数の拡大が抑制されるものと予想される．さらに，大
規模施設のほうが保護者を含めた運用・管理基準が比較
的厳しい場合が多かったなど，何らかの緩衝要因が採用
しているように思われる．また，推定された施設・換気
能力と感染症マネジメント能力の効果は，平日の平均滞
在者数の-3.536に対して-2.981，-2.529であり，有意な
効果が認められ，かつその 2つの効果はほぼ同等と考え
られる．すなわち，クラスター 4にみられる施設・換気
能力の低い施設群において，感染症マネジメントを充実
させることで大規模感染症クラスターの発生を抑制でき
ている事例に矛盾しない結果となった．

7. 考察

感染症対策レベル表において C，D ゾーンに判定さ
れる施設は，クラスター 3，4の施設群になるものと考
えられる．施設・換気能力，感染症マネジメント能力の
いずれか，もしくは両者が低い値となると，大規模の感
染症クラスターが発生するリスクが高くなるものと思わ
れる．
その改善策として，ファシリティの換気改善と感染

症マネジメントに関する情報共有・教育は，いずれも改
善効果が期待される．前者は資金的なリソースの必要
性が高く，後者については人的，時間的なリソースが必
要となる．施設の事情に応じて投入できるリソースを考

慮し，感染症対策レベル表に基づいて改善効果を予測し
ながら対策の方針を決定することが有効と思われる．今
後，実際の現場における長期的な観測によって改善効果
を評価すること，他のリスクマネジメントの現場におけ
る応用と有効性の確認による方法の汎化が課題である．

8. 結論

感染症予防難易度の高い社会福祉施設の代表例とし
て，保育園における空気質管理の自己診断と改善のツー
ルとしての感染症対策レベル表を設計，提案した．オン
ラインアンケートとしての診断を試行し，結果の統計解
析から設定した施設・換気能力と感染症マネジメント能
力の 2軸による評価により，大規模な感染症クラスター
の発生を抑制する活動の方針が示せることが示唆される
結果となった．
製造業の分野で発達した QC サークル活動を応用し

た感染症対策レベル表の設計により，社会福祉施設にお
ける感染症対策活動を通じて構成員のモチベーションを
高め，組織の使命達成への貢献度を高めることも期待さ
れる．
今後，より利用しやすい形のオンラインインターフェ

イスの開発と，改善方針・方法の教唆を伴うシステム化
によって社会実装を進め，評価項目の精緻化と有効性の
確認を行う必要がある．また，他分野への応用，自律マ
ネジメント理論としての体系化などを行ってゆくこと
で，小規模組織の自律サイクルによるリスク管理の体系
化が可能になるものと考えられる．
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補足 1．施設・換気の能力（X軸）の質問項目

項目 1．施設，部屋の換気装置の仕様や能力について，最も
近いものを選択してください．建築時の換気性能の計算結果
や設置場所についてお答えください．
□ 職員の大半が把握しておらず，有無や設置箇所を認識し
ていない（1点）．

□ 職員の一部は把握しているが，建築時の書類を見ないと
確認できない（2点）．

□ 職員の半数程度が把握しており，換気装置の場所を示す
ことができる（3点）．

□ 職員の大半が把握しており，換気装置の場所を示すこと
ができる（4点）．

□ 職員の大半が把握しており，換気装置の場所と換気量
（1時間あたりの換気回数など）を示すことができる（5
点）．
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項目 2．換気装置や換気口のメンテナンス方法と管理につい
て，最も近いものを選択してください．室内の換気装置や，
建物の外側の換気口など換気経路全体を含めたメンテナンス
についてお答えください．
□ 職員の大半が理解しておらず，実施していない（1点）．
□ 職員の一部は理解しているが，外部業者任せで実施して
いるのみである（2点）．

□ 職員の半数程度が理解しており，リーダーが主導すれば
実施できる（3点）．

□ 職員の大半が把握しており，日常業務や問題発生時にな
んとか実施できる（4点）．

□ 職員の大半が把握しており，実施することができる，も
しくは実施の記録を示すことができる（5点）．

項目 3．日常の換気装置の操作方法と管理について，最も近
いものを選択してください．換気装置の操作（スイッチの
On/Off）についてお答えください．
□ 職員の大半が理解しておらず，管理できていない（1点）．
□ 職員の一部は理解しているが，日常や問題発生時に十分
操作，管理できていない（2点）．

□ 職員の半数程度が理解しており，リーダーが主導すれば
操作，管理できる（3点）．

□ 職員の大半が把握しており，自然に対処できる（4点）．
□ 職員の大半が把握しており，自然に対処して運用の記録
を残している（5点）．

項目 4．CO2 センサーの使用方法について，最も近いものを
選択してください．
□ CO2 センサーは設置していない（1点）．
□ CO2 センサーは設置しているが，職員の大半が測定方
式や数値の意味（対処が必要となる値）を把握していな
い（2点）．

□ CO2 センサーを設置しており，職員の半数程度が測定
方式や数値の意味（対処が必要となる値）を把握してい
る（3点）．

□ CO2 センサーを設置しており，職員の大半が数値の意
味（対処が必要となる値）を把握して，対処に反映して
いる（4点）．

□ CO2 センサーを設置しており，職員の大半が数値の意
味（対処が必要となる値）を把握して，対処に反映して
いる．関係者への説明ができる（5点）．

項目 5．空気清浄機の使用方法について，最も近いものを選
択してください．
□ 空気清浄機は設置していない（1点）．
□ 換気が難しい場所の一部に空気清浄機を設置している
が，操作方法や管理方法を十分理解していない（2点）．

□ 換気が難しい場所全てに空気清浄機を設置しており，リー
ダーが主導すれば操作や管理ができる（3点）．

□ 換気が難しい場所全てに空気清浄機を設置しており，職
員の大半が操作や管理ができる（4点）．

□ 換気が難しい場所全てに空気清浄機を設置しており，職
員の大半が操作や管理ができる．関係者への効果的な
使い方の説明ができる（5点）．

参考質問．あなたの施設において「休業・一時閉鎖をおこなっ
たことがある」と回答された場合，業務再開にあたって対策・
改善した項目を，上記の 1⃝∼ 5⃝の中から選んでください（複
数回答可）．

1⃝ 換気装置の仕様・能力
2⃝ 換気装置のメンテナンス方法と管理
3⃝ 日常の換気装置の操作方法と管理
4⃝ CO2 センサーの使用方法
5⃝ 空気清浄機の使用方法

補足 2．職場における感染症マネジメント（Y軸）の質問項目

項目 1．感染症対策に関する職場のチームワークと情報共有
について，最も近いものを選択してください．職場全体に限
らず，少人数単位で日常の職場の状況に関する情報交換が行
われているかについてお答えください．
□ 感染拡大防止に関する日常運営情報が収集できていな
い（1点）．

□ 感染拡大防止に関する日常運営情報が一部のメンバー
に集められているが，共有されていない（2点）．

□ 感染拡大防止に関する日常運営情報がどこに集められ
ており，半数程度が把握，閲覧できる（3点）．

□ 感染拡大防止に関する日常運営情報が共有されており，
大半のメンバーが必要に応じて閲覧できる（4点）．

□ 感染拡大防止に関する日常運営情報が共有されており，
常に共有できるように可視化されている（5点）．

項目 2．感染防止に関する職場の会合等の実施状況について，
最も近いものを選択してください．各種の勉強会，セミナー，
教材などでの学習した知識をどの程度共有しているかについ
てお答えください．
□ 定期的な会合は行っていない（1点）．
□ 定期的な会合をおこなっているが，予定を時々変更して
おり，交換する情報・知識の量も少ない（2点）．

□ 定期的に行っているが，保健所等の通達の連絡のみで，
特に意見が出ない（3点）．

□ 定期的に行っており，積極的な情報・知識の交換が行わ
れる（4点）．

□ 定期的に行うと同時に，必要に応じて臨時の情報・知識
の交換を行なっている（5点）．

項目 3．他の同業施設，関係組織等との連携について，最も
近いものを選択してください．感染症対策について，他の同
業施設，関係組織とどの程度協力しているかについてお答え
ください．
□ 通達があれば情報を交換するが，積極的な繋がりはない
（1点）．

□ 大変な時には対策に関する相談をして，その通り実施し
ている（2点）．

□ 対策は自分達が主体となって行なっており，重要な局面
のみで相談している（3点）．

□ 活動内容によっては同業施設等と連携し，対策を進めて
いる（4点）．

□ 他の同業施設等と積極的に連携し，対策を進めている．
近隣の施設と連携して情報を共有している（5点）．
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項目 4．感染症対策に関する知識・環境を向上させる取り組
みについて，最も近いものを選択してください．感染症対策
について，職場の仕組みや運営をどの程度改善している傾向
にあるかについて，お答えください，
□ 現状維持の意識が強い（1点）．
□ 一部のメンバーが新しい知識を習得に努めているが，環
境向上には繋がっていない（2点）．

□ 一部のメンバーが新しい知識を習得し，環境向上に向け
た努力をしている（3点）．

□ 半数程度のメンバーが新しい知識を習得し，環境向上に
向けた努力をしている（4点）．

□ 大半のメンバーが新しい知識を習得し，環境向上に向け
た努力をしている（5点）．

項目 5．職場の 5S（「整理」「整頓」「清掃」「清潔」「しつけ」）
とルール遵守について，最も近いものを選択してください．
5Sとは「整理」不要なものを捨てること，「整頓」使いやす
く並べて表示すること，「清掃」綺麗に掃除をしながら合わせ
て点検すること，「清潔」きれいな状態を維持すること，「し
つけ」きれいに使うように習慣づけること，の 5項目です．
利用者に対するものではなく，職員の意識についてお答えく
ださい．
□ 5S が不十分で，ルールが定常的に守られていない（1
点）．

□ 5Sの維持が難しく，ルール違反がときどき発生する（2
点）．

□ 5Sがまずまず維持されているが，一部のメンバーに依
存している．ルール違反はない（3点）．

□ 5Sは全員で維持されており，ルール違反はない（4点）．
□ 5Sは全員で維持されており，ルール違反はない．メン
バーがその意義を説明できる（5点）．

参考質問．あなたの施設において「休業・一時閉鎖をおこなっ
たことがある」と回答された場合，業務再開にあたって対策・
改善した項目を，上記の 1⃝∼ 5⃝の中から選んでください（複
数回答可）．

1⃝ チームワークと情報共有
2⃝ 感染防止に関する会合等実施状況
3⃝ 地方自治体・保健所等との連携
4⃝ 知識・環境を向上させる取組
5⃝ 職場の 5Sとルール遵守
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